
1
プロポーザル実施要
領

P1
27～28

参加資格要件に「岩手県内に本社、支社、営業所又はこれらに類す
る事業拠点等を有する者であること。」とあるが、共同提案の場
合、全員がこの要件を満たす必要があるか（代表者のみでいいか）

共同提案の場合、すべての構成員が岩手県内に本社、支社、営業所
又はこれらに類する事業拠点等を有する者である必要があります。

2 業務仕様書
P1
30～34

今年度は水素事業モデルの概略検討～事業モデルの事業性検討が業
務内容となっていますが、複数の事業モデルからの実際に取り組む
事業の評価・選定などは、今年度の事業内容に含みますでしょう
か。もしくは、来年度以降の事業内容となりますでしょうか。ま
た、今年度の事業に含まれる場合は、事業を選定する際の評価の考
え方などはありますでしょうか。

今年度の業務内容は事業モデルの事業性検討までであり、実際に取
り組む事業の評価・選定は対象外となりますが、独自提案として、
実際の事業モデルを検討することを妨げるものではございません。

3 業務仕様書
P1
30～34

上記を含む、今年度と来年度以降の事業ステップの全体像があれば
教えてください。

来年度以降の取り組みについては未定です。

4 業務仕様書
P1
27～29

水素事業モデルの検討は、モデル数としては、どの程度の数を想定
されていますでしょうか。

水素事業モデルの概略検討の結果、実現性が高いと思われる事業を
１つ以上検討していただきます。

5 業務仕様書
P1
24～26

「水素利活用事業者となる可能性がある事業者」は、県より紹介し
ていただけるという認識でよろしいでしょうか。

「水素利活用事業者となる可能性がある事業者」は、原則受託者か
ら提案していただくことを想定しています。

6

令和6年度再生可能
エネルギー由来の水
素製造ポテンシャル
調査等業務報告書
（概要版）

P6

再エネの活用としては、太陽光、風力、地熱、小水力、バイオマス
など、特に、限定、優先順位はないと考えていいでしょうか。

特に限定や優先順位はございません。

7 業務提案書作成要領
P2
26～30

(２) 業務提案書の記載内容及び留意事項
③ 業務実績
・ 過去の岩手県内での同種業務又は類似業務の実績を記載するこ
と（１者につき３業務以内）。について岩手県内での実績が無い場
合、書類記載の不備もしくは評価の減点に当たるでしょうか。※他
県での実績はございます。その場合、契約を伴わない自社実施の検
証は実績に含まれるでしょうか。

県内での業務実績が無い場合でも書類の不備にはあたりません。業
務実績は、審査要領【別紙】１審査基準及び配点に基づき審査しま
す。
また、契約を伴わない自社検討は業務実績に含まれません。

「令和７年度再生可能エネルギー由来の
水素利活用モデル構築等業務」関する質問・回答について

回答内容No. 資料名称 質問内容
該当頁
該当行



8 業務提案書作成要領
P3
1～7

⑤ 配置予定技術者の業務実績等
・ 本業務を実施するため配置を予定する総括責任者と各業務責任
者について、所有資格、業務実績、経歴等を記載すること。
 ・ 業務実績は「③ 業務実績」に該当するものを記載すること。
総括責任者及び各業務責任者の所有資格に記載すべき資格をご教示
ください。また、業務実績の保有者が、各業務責任者にあり、総括
責任者に業務実績が無い場合は有効になるでしょうか。

技術士（環境部門や都市及び地方計画等）などの本業務に関連する
資格があれば記載してください。
また、総括責任者に業務実績が無い場合でもプロポーザルへの参加
は可能です。
なお、配置予定技術者（総括責任者、各業務責任者）の業務実績
は、審査要領【別紙】１審査基準及び配点に基づき審査します。

9 業務仕様書
P1
23

事業者というのは、民間企業だけでなく自治体などの地方公共団体
も含まれるものでしょうか。

基本的には民間事業者を想定しています。

10 業務仕様書
P1
33

③事業モデルの事業性検討の「費用対効果」は事業費に対しての
CO2削減量もしくは電気料金削減金額で効果を算出する認識でよろ
しいでしょうか。

お見込みのとおりです。

11 業務仕様書
P2
13

事業モデル構築後、各事業者の施設に対してモデルを導入する流れ
を想定しているが、その際に岩手県から各事業者に対して補助金を
交付することも検討されておりますでしょうか。

現段階では未定です。

12
プロポーザル実施要
領

P1
21

参加者の資格要件等について、共同提案での参加を含め検討してお
ります。
共同提案の場合について、参加資格要件（1）～（10）について、
代表者・構成員の参加要件を満たす構成をご教示ください。
例）代表者は全て、構成員は（〇）～（〇）等

代表者・構成員とも参加要件（1）～（10）はすべて対象となりま
す。


